
１．令和６年能登半島地震に係る信用保証協会の基本的な考え方について ～ 初動 R6.1.9 国へ要望 ～

２．過去の震災との違い ～ 前例踏襲的な施策ではなく、今回の震災に対する的確な施策を ～

１．中小企業庁との認識合わせ（金融庁含む）～ 立ち直る強さ、逞しさを信じ、被災事業者へ希望を届ける ～ 政府による「強いメッセージ」が重要

① 人命最優先（安否確認救助、災害関連死の防止等）、② 生活インフラの早期復旧（道路、電気、水道、下水道等）、③ 生活再建（事業者も生活者）

・有史以来の甚大な被害（数メートルの地面隆起）で、縦移動しかできない道路事情 ⇒ 救難の遅れ、生活インフラ復旧の遅延

（１）地理的な特殊性（半島地震）

保証協会から国への要望事項 内 容 フェーズ

(１) リスケ（返済猶予）に係る追加保証料補助 ・被災事業者の事業継続意欲の維持⇒極力、金銭的負担を軽減することで、諦め廃業を抑制 緊急

(２) 伴走支援型特別保証（借換含）の取扱延長 ・コロナ禍からの回復途上での被災⇒事業継続を支える最優遇の資金調達保証制度を提供 事業継続

(３) 能登半島地震復興ファンドの創設 ・事業再構築に向けた既往債務の買取等⇒復興には必須（国：80％＋県・金融機関等：20％） 復旧・復興

時
間
軸

能登に住む「生活者」のために 能登で営む「事業者」のために

④ 事業継続（再建には時間が必要。その前に精神面での支え、逆境を乗り越える力の後押しが重要。生活者の雇用の場、生きる術。今は金融機関との連携）

珠洲市：139先、輪島市：345先、能登町：185先

穴水町：84先、志賀町：228先、七尾市：677先

【保証利用事業者】1,658先（七尾市以北）

今後の最大リスクは、事業継続を断念するトリガー（諦めを想起する金銭問題）

（２）被災事業者を支える民間金融機関（２地銀、２信金）

（３）コロナ禍後に発生（ゼロゼロ融資の返済負担）

・高齢化比率の高い地域、人口流出、過疎化が急速に進む地域での災禍 ⇒ 地方における課題先進地域

・阪神淡路大震災、東日本大震災、熊本地震は中心市街地を含み、多数の金融機関が存在 ⇒ 3市3町には、北國銀行、北陸銀行、興能信用金庫、のと共栄信用金庫のみ

・特に、比較的規模の小さい協同組織金融機関の業務運営基盤確保が重要 ⇒ 将来にわたる金融仲介機能の維持、息の長い事業者支援の担い手が必要

・令和2年に新型コロナウイルス感染症が発生 ⇒ いわゆるゼロゼロ融資による資金調達（予期せぬ借入、過剰債務）⇒ 二重債務解消が重要

R6.1.17 斎藤経済産業大臣へ直接要望 ⇒ R6.1.25「被災者の生活と生業（なりわい）支援のためのパッケージ」で全て反映
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R7.3.21「令和6年能登半島地震・奥能登豪雨からの復興に向けた連携会議」説明資料



・能登半島3市3町は、発災以前から生産年齢人口の割合が低い状況 ⇒ 地方の課題先進地域における大規模災害

・発災以降、人口流出に歯止めがかからない状況 ⇒ まずは、定住者の生活維持、インフラ作業者の拠点確保が重要

２．能登半島３市３町における人口構成について ～ 現状把握 生産年齢人口の減少が加速 ～
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出所：令和6年5月10日 中小企業白書

R7.3.21



３．令和6年能登半島地震に係る保証制度ついて ～ 安心の資金繰り支援メニュー ～
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R6.2.28～ 保証承諾実績（R7.2.28時点）

企業者数：2,777企業、件数：2,876件、金額：58,646百万円

R6.6.21～ 保証承諾実績（R7.2.28時点）

企業者数：13企業、件数：13件、金額：391百万円

R7.3.21

【国への要望事項等】

・少子高齢化、人口流出が加速する過疎地における被災事業者様の金銭的な将来不安の解消が重要。

・コロナ禍のいわゆるゼロゼロ融資の3年間無利子を超える5年間無利子の保証制度を国、県で用意。

・3市3町以外の液状化等の被害地域では、事業再建に数年単位での時間が必要。（今回9月末まで単純延長）



４．令和６年能登半島地震、令和６年９月奥能登豪雨からの復興について ～ 復興加速化～

営業再開
⇒収支面問題無

営業再開
⇒収支面要支援

営業再開準備中
⇒収支面・資金面要支援

営業停止中
⇒事業再開or廃業検討

※被災事業者の状況は千差万別であ
ることを認識

経営支援
（本業面の支え）

資金繰り支援
（金銭面の支え）

伴走支援
（精神面の支え）

面的再生
↓

地域コミュニティの維持

少子高齢化・人口流出
↓

創造的復興
↓

生産力・購買力の維持

廃業の最小化

【被災事業者の現状と３つの支援】

中長期的施策（重要度高） 短期的施策（緊急性高）

伝統工芸産業の伝承
輪島塗の復旧・復興

地域観光資源の再興
和倉温泉の復旧・復興

外貨（区域外）を

「稼ぐ力」

生活インフラの維持
衣・食・住の早期再建

生活の安心・安全
医療・教育

社会インフラ復旧の加速
作業員向け食・住の整備

移住創業・事業継承
再建から共創へ

内需を喚起

「生活維持」

民間の力も活用

復旧作業員との交流 移住創業者との交流

復興への最大リスクは

被災地からの人口流出
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R7.3.21
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